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在宅障害者の生活支援に関する訪問指導の効果
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Abstract 

The purpose of this report is to examine the effectiveness of intervention for disabled people living at home by a 

visiting team that consists of a physiotherapist, a public health nurse and a social worker in the community, who 

work together in a remote area in Aomori, Japan. 

Method:The subjects were 97 patiens (77% were stroke patients) and they were mainly evaluated by the 

physiotherapists and the public health nurses before and after the eight months of intervention. 

The intervention for the disabled people living at home was carried out once a month or every other month by the 

team members from August 1999 to March 2002. 

The patients and their family members were guided by the team members on how to move better or how to assist 

activities of daily living and transfer techniques, and so on. 

Two evaluation tools were used. One was the Barthel Index (BI) used to assess ADL (total score: 100 points), 

and the other was assessment by the Family Relationship Chart (FRC; total score: 36 points), an assessment tool 

concerning human relationships between the patient and his/her family members. 

Result : In the intervention group (n = 57), as the score after intervention not only on the BI but also on the FRC 

was significantly higher than before. On the other hand, in the non intervention group (n = 27 ) when the scores 

before and after intervention were compared, on the BI and on the FRC were no different. 

Conclusion: This study confirms the effectiveness of home visiting intervention for disabled people and their 

families by the visiting team of colaborating physiotherapists, healthcare and the welfare staff in the community. 

(J.Aomori Univ.Health Welf.4 (1) :69 - 78, 2002)
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　　　　　　　　Ⅰ.は じめに

　2000年4月 の介護保険制度の実施に伴って 「ケアマネ

ジメント」 という用語が一般的になり、在宅障害者 に対

す る理学療法士 による訪問指導は 「訪問 リハ ビリテー

ション」と呼ばれている。 しか し、本来のケアマネジメ

ン トは高齢者ケアに限られた概念ではなく、自立困難な

人々に対する具体的な支援活動 を通 して、地域の特質に

見合ったサービスを組織化 し、利用者のニーズに応 じて

それ らを適切に組み合わせて提供できるようにすること

である　1)。すなわち、サービスの提供 によって利用者の

セルフケア能力の向上と、家族の生活 を支援 し、結果 と

して費用効果を含む地域保健福祉の質的向上に結びつ く

ことであると考える。

　 しか しなが ら、現実には医療や リハ ビリテーション資

源に恵まれない過疎地域においては、在宅障害者は介護

サービスの対象 とされてはいるものの、障害の発生を予
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防 し家族 に生活の立て直 しを支援するための訪問指導は

殆 ど行われていない。

一般的に医療の場から生活の場に戻った在宅障害者と

その家族 にとって、以前のような生活を取 り戻すことは

容易ではなく、また生活の再構築 を支援する地域保健、

福祉、リハ ビリテーションなどの社会資源 も不十分であ

る。なかで も家族の人間関係 によって障害者の身体機能

が影響 を受けることは、地域 リハビリテーション に従事

しているものにとっては経験的に知 られていることであ

る　2）。　　　　　　　　　　　　　

本研究の目的は、青森県において過疎地域の地域保健

福祉担当者と青森県立保健大学(以 下、本学 という)教

員との連携 によって在宅障害者に対する訪問指導を一定

期 間継続 し、対象者の身体機能及び家族の人間関係に係

わる有効性 を検証することである。約2年 半に及ぶ前方

視的な本研究活動 を通 して、対象者及び家族への直接的

な効果だけでなく、地域保健福祉行政 に対 しても将来の

ケアマネジメント・システム構築 に寄与 したと考 えられ

るので概要を報告する。

Ⅱ

.研 究方法と対象

1.訪 問指導の方法

研究にあたっては、地域の関係機関の協力を得て町村

ごとに在宅障害者の訪問指導対象者の選択 を行い、その

データをもとに本学教員と地域の保健福祉担当者 との評

価会議 において在宅ケア計画を作成 し、訪問頻度 を次の

ように設定 した　3)。

A群;毎 月1回 定期的に訪問 し、40分 から1時 間かけ

て必要な運動 を指導 した り、相談に応 じる。

B群;隔 月ない し3ヶ 月に1回 訪問 し経過観察 を主と

する。必要により15分程度の運動 を指導する。

C群;必 要によって適宜訪問する。

訪問指導の方法は、理学療法士(本 学教員)1名 と、

地域の保健師あるいは看護 師、時 にはソーシャルワー

カーの2名 で1チ ームを編成 し、各地域の在宅ケア計画

に従 って対象者宅を訪問 し、運動の指導や介護相談など

を行 った。具体的には対象者及び家族に対 しては家庭で

実行できる運動や介助方法の指導、また事例 によっては

補装具の修理や新調の助言、手す りの設置や段差の解消

などの住宅改修の相談 ・指導である。

長期間寝た きり状態 におかれた対象者 に対 しては、運

動実施前後に血圧及び脈拍測定の他に経皮的酸素飽和度

測定装置を使用 してリスク管理に留意 した。必要と思わ

れる情報は保健師によって主治医の勤務する医療機関に

報告された。

2.評 価方法

訪問指導による事例の変容 は、平均8ヶ 月後(6ヶ 月

か ら1年)に 評価会議を行い初回評価 と再評価(以 下、

2回 目と略)と の比較により確認 した。評価方法は、前

述のように障害者の身体機能 状態は家族 との人間関係 と

密接な関連性を持 っているとの前提のもとに、在宅障害

者の日常生活活動(以 下、ADLと 略)の 自立度 を知る

ためにBarthel指 数(総 合点100点)に より、また障害者

と家族の人間関係の状況 を知るために独 自の在宅障害者

家族関係評価表(総 合点36点)を 使用 した。

Barthel指 数は高得点者ほどADL自 立度が高 く、在宅

障害者家族関係評価表は高得点者ほど家族関係が良好な

ことを示 している。

統計学的分析は、初回と2回 目の尺度得点差 をみるた

めにWilcoxon検 定を、訪問指導とADL・ 家族関係の関

連性 を分析するためにx2検 定、残差分析、Cramerの 関

連係数 を、ADLと 家族 関係 の関連性 をみるため に

Spearmanの 順位相関係数 を用い た。

研究期間は平成11年8月 から14年3月 までの2年7ヶ

月であった。

1)Badhel指 数について

慢性疾患の自立度指数 として一般に使 用 されている

Barthel指 数(以 下、BIと 略)は 、1965年 にMahoneyら

によって開発 された。原法は10項 目の評価項目か ら構成

されているが、本研究ではGrangerら　4)に よる15項 目に

よる修正版 を使用 した。修正版では身の回 り動作 と移動

能力に関する15項 目について点数配分され、総合点が100

点になるように構成 されている。

一般にADL能 力の大凡の基準 としては、通常BI得

点が80点 以上の場合はほぼADLは 自立 してお り、40点

以下は全介助、その中間は一部介助の状態と見なされる。

2)在 宅障害者家族関係評価表について

在宅障害者家族関係評価表(以 下、家族関係評価表 と

略)は 、1985年 伊藤 ら　5,6)によって開発され、障害者 と主

たる介護者である家族 との二者関係 をそれぞれ3つ の指

標(後 述)に よって関連性を見るようになっている。得

点は各指標 ごとに3問 ずつの質問に対する回答によって

6点 か ら1点 が与えられ、総合点が36点(障 害者点、家

族点各18点)に なるように構成 されている(図1)。

障害者 と家族の両者に関連する指標 としては、次の通

りである。

1)障 害者の身体機能状態 と家族の介護負担の状態

2)障 害者の回復意欲 と家族の障害者に対する理解の

状態

3)障 害者の社会参加の状態 と家族の社会参加の状態

これ らの指標は、障害者の身体機能状態 によって家族

の介護負担の程度が決まり、障害者本人の回復意欲 と家
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訪問指導の

有無

家族関係評価表得点の変化
向上　 不変　 低下　 計

介入群

非介入群

37(66.1)　　 7(12.5)　　 12(21.4)　　 56(100.0)

36.6　　 6.2　　 13.1　　 -

16(64.0)　　 2(8.0)　　 7(28.0)　　 25(100.0)

16.4　　 2.8　　 5.9　　-

Oは%.下 段 は期待度数.

に、介入群ではBI得 点が高 くなった事例が多 く、非介

入群では不変が多いが向上 した事例は少ないことが わ

かった。 この介入の有無とBI得 点の関連性の強さは中

程度であった(CramerのV＝0.315,P＝0.015)。

2)家 族関係評価の変化

家族関係評価表得点の分析では、有効事例 として、介

入群 は56例 を、非介入群は25例 を分析対象 とした(表3)。

表3家 族関係評価表得点の変化別にみた介入群 ・

非介入群の人数

表2　 表1の 調整済み残差

訪問指導の

有無

BI得 点の変化

向上 不変 低下

介入群

非介入群

2.9†

-2
.9

- 2.3*

2.3

-1.O

l.0

*:P＜ .05 †:P＜.01

集計 した もので あ る。x2検 定 の結 果、人 数 の偏 りは5

%水 準 で有 意 であ った(x2(2)=8.347,P=0.015)。

そ こで残差 分析 をおこな った結 果、表2に み られる よう

表1Bl得 点の変化別にみた介入群 ・非介入群の人数

訪問指導の

有無

BI得 点の変化

向上 不変 低下　 計

介入群

非介入群

34(59.6)

27.8

7(25.9)
13.2

17(29.8)

21.7

15(55.6)
10.3

6(10.5)　　 57(100.0)

7.5　　　　　 -

5(18.5)　　 27(100.0)

3.5　　　　　-

() は%.下 段 は期待度数

Ⅲ.結 果

1.訪 問 指導 の効果 につ いて

1)ADL評 価 の変化

平均BI得 点 は、介 入群 で初 回が63.2±33.0点 、2回

目が68.3±34.1点 、 非介 入群で初 回が85.2±21.9点 、2

回 目が82.7±26.8点 で あった。Wilcoxon検 定 によ り初 回

と2回 目のBI得 点 差 をみ る と、介入群 では初 回の得 点

よ り2回 目の得 点が1%水 準 で有 意 に高 か った(Z=-

3.781,P＝0.000)。 ま た非介入群 で は両得 点 に有意差 は

なかった(Z=-0.432,P＝0.666)。

次 に、x2検 定 、残差分析 、Cramerの 関 連係 数 を用 い、

訪 問指 導 の介 入の有無 とBI得 点 の関連性 を分析 した。

表1は 、BI得 点 の変化 別 に介入群 と非介 入群の人数 を

図1　 障害者家族関係評価図

族の障害に対する理解の程度は関係 し、また障害者自身

の社会活動への参加の程度によって、家族の社会参加の

度合いが関連する、との仮説に基づいて構成 されている。

3.対 象地域 と事例

対象地域及び事例 は、医療機関やリハ ビリテーシ ョン・

サービス資源に恵 まれない青森県下北郡東通村、同郡大

間町、上北郡六 ヶ所村の3町 村において、在宅障害者 と

主な介護者の両方から面接 により聴取で きた97例 であ

る。そのうち平成14年3月 現在、死亡や入院、途中で訪

問を拒否 された事例 などを除 く記録の完全な57事 例(以

下、介入群)を 分析資料 とした(対 象地域の概況は資料

参照)。

介入群の疾患名は、脳血管障害44例(77.2%)、 整形外

科疾患6例(10.5%)、 中枢神経系変性疾患3例(5.3%)、

外傷性脳損傷1例(1.8%)、 消化器疾患1例(1.8%)、

その他2例(3.5%)で あった。平均年齢は69.5±10.7歳

(最小値50歳 ～最大値92歳)、 性別は男32例(56.1%)、

女25例(43.9%)で あった。

また、対照 として北津軽郡中里町及び上北郡横浜町か

ら協力の得 られた27例(以 下、非介入群)に は、定期的

な訪問指導を行わずに平均6ヶ 月の間に前後2回 の評価

(以下、それぞれ初回、2回 目と略)の みを行 った。非

介入群の疾患名は、脳血管障害17例(63.0%)、 外傷性脳

損傷1例(3.7%)、 中枢神経系変性疾患1例(3.7%)、

循環器疾患1例(3.7%)、 代謝性疾患2例(7.4%)、 そ

の他5例(18.5%)で 、平均年齢 は70.5±8.5歳(最 小値

52歳 ～最 大値87歳)、 性 別 は男15例(55.6%)、 女12例

(44.4%)で あった。

研究に先立って青森県立保健大学倫理委員会の規定 に

もとづいて、対象者か ら研究に協力 し訪問指導を受ける

ことに同意する旨の文書に署名を得た。
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る 。

2)妻 の介 助 で歩 行で きるよ うになった事例

事例:T.H.70歳 、 男性

図4　 車椅子乗車による生活圏の拡大

車椅子座位耐久性向上により、何十年ぶりに親戚と再会

図3　 理学療法士による運動指導

ブリッジ動作を自発的に行うなど、意欲の向上がみられた

図2家 族関係得点の訪問指導による経時的変化(事例1)

▲;初 回得点、●;2回 目得点

家族 関係 評価表 の平均得 点は、介 入群 で初 回が18.1±

7.4点 、2回 目が20.9±7.3点 、 非介 入群 で初 回が16.7±

6.1点 、2回 目が17.3±7.6点 で あ った。Wilcoxon検 定 に

よ り初 回 と2回 目の得点差 をみ る と、介入群 では初 回の

得点 よ り2回 目の得点が1%水 準 で有 意 に高 か った(Z

＝-3 .147,P＝0.002)。 また非介入群 で は両得 点 に有意

差 はなか った(Z＝-0.902,P＝0.367)。

次 にx2検 定 用 い、訪 問指 導の介入 の有無 と家族 関係評

価 表得 点の 関連性 を分析 した。

表3は 、家族 関係 評価表得 点 の変化 別 に介入群 と非介

入群 の人 数 を集計 した もの で ある。x2検 定 の結 果、 人

数 の 偏 り は 有 意 で な か っ た。(x2(2)＝0.645,P

＝0.725)。

3)ADL評 価 と家族関係評価の関連性

初回および2回 目におけるBI得 点と家族関係評価表

得点の関連性をSpearmanの 順位相関係数で分析 した。そ

の結果、初回のBI得 点 と家族関係評価表得点の相関係

数は、介入群で0.47、 非介入群で0.40、2回 目のBI得

点と家族関係評価表得点の相関係数は、介入群で0.55、

非介入群で0.50で あ り、いずれも中程度の相関関係 を示

した。

2.家 族関係か らみた代表的な対象事例

毎月1回 定期的に訪問指導 を行ない、家族関係評価に

よって訪問指導介入前後の比較を行ったA群 の中から、

代表的な3事 例 を家族関係評価図 と写真 によって紹介す

る。

1)寝 たきりから車椅子生活が可能 となった事例

事例:N.T.80歳 、男性

診断(障 害)名:脳 梗塞(平 成2年6月 発病)、 難聴、

左上腕切断

主治医:村 営診療所

主な介護者:配 偶者と長女(長 女は骨形成不全症)

初回評価(平 成11年10月19日)時 は寝た切 りの状態で

BI得 点は1点 、家族関係評価得点は4点 であった(図

2)。2回 目評価(平 成12年5月12日)で は、BI得 点

は1点 、家族関係評価得点は3点 と初回評価 と殆 ど変化

はなかった。

現在(平 成14年3月)の 状態は、家族関係評価得点の

改善は見 られなかったが、本人は全面介助なが ら車椅子

に移ることが可能 となり屋外散歩に出るようになった。

また回復意欲が高 まり、ベ ッドで寝返 りやブリッジ動作

をするようになるなど、精神面で も訪問指導の効果が認

め られた(図3、4)。 しか し、介護 に当たっている長

女の介護負担が大 きいため、経過観察が必要 となってい



　診断(障 害)名:脳 梗塞(平 成3年3月 発病)、 頸髄

　　　　　　　　 症、左片麻痺

　主治医:村 営診療所

　主な介護者:配 偶者(長 男の家族と同居)

　初回評価(平 成11年10月19日)時 はBI得 点は20点 、

家族関係評価得点は17点 であった(図5)。2回 目評価

図7　 訪問指導における長下肢装具の処方

　 立位が可能となり、妻の介助量が軽減した

低 くなって いる。

3)回 復意欲 を取 り戻 した主婦の事例

事例:K.S.52歳 、女性

診断(障 害)名:脳 梗塞(平 成ll年1月 発病)、左片

　　　　　　　 麻痺

主治医:近 隣の公立病院

主な介護者:配 偶者(配 偶者の両親 と同居)

図5　 家族関係得点の訪問指導による経時的変化(事例2)

　　　▲;初 回得点、●;2回 目得点

(平成13年1月18日)で はBI得 点は49点 と向上 したが、

家族関係評価得点は16点 であった。

　T.H.は ベ ッド上の生活を過ごしていたが、妻の介助に

よってかろうじてつかまり立ちがで きた。現在(平 成14

年3月)は 起立歩行への意欲が高 く、妻の介助で どうに

か室内を歩行できるようになった。 しかし、転倒の危険

があったため主治医の了解を得て長下肢装具を作成 した

結果、歩行練習時の妻の介助量が少なくなった(図6、

7)。最近一緒に暮 らしていた長男家族が別居 したため妻

図8　 家族関係得点の訪問指導による経時的変化

　　(事例3)▲;初 回得点、●;2回 目得点

　初回評価(平 成11年10月19日)時 はBI得 点は95点 、

家族関係評価得点は24点 であった(図8)。2回 目評価

(平成12年5月12日)で は、BI得 点は100点 、家族 関

係評価得点は30点 と向上 した。

　 K.S.は 主婦 と会社の事務員 としての仕事 をもってい

た。発病後はADLが 自立 しているにもかかわらず、非

麻痺側の肩関節痛 と腰痛を訴え、また精神的な落ち込み

が著 しく人目を気にして外出しない状態であった。現在

図6　 訪問指導時の理学療法士による立位 ・歩行練習

　　　　　 立位・歩行には介助が必要であった

の介護負担が増 し、そのため家族関係の評価点が僅かに
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これまで拒否 していた村の機能訓練にも参加の意欲 を示

している。

Ⅳ.考 察

本研究の訪問指導チームで実施 した月1回 の定期的な

訪問指導による対象事例のADLと 家族関係の変容、 ま

たケアマネジメン トの視点からみた対象地域の保健福祉

行政面での変化の二つの面について考察する。

1.訪 問指導による対象事例の変化

1)訪 問指導の効果について

在宅障害者に対す る地域 リハビリテーシ ョンの評価 に

関する先行研究 として、石川ら　2)(1995)は 青森県津軽

地方の在宅脳卒中後遺症者36名 を対象 に面接調査 を行

い、機能訓練に参加 した群 と参加 しない群 に分けてAD

図10　 雪道の歩行練習(中 央)

図9　 訪問指導時の家事動作

訪問指導により家事動作が可能となった

(平成14年3月)は 、両肩関節の運動制限が改善された

ことで家事動作 などが可能となるとともに、主婦 として

の役割を積極的に果たすようにな り家族関係評価表得点

も向上 した。(図9、10)。 また精神的にも明るくな り、

L(BIを 使用)と 家族関係(家 族関係評価表 を使用)

の両面か ら分析 した。その結果、機能訓練への参加群の

方がBI得 点、家族 関係評価得点 ともに良好な例が多

かった と報告 している。すなわち、津軽地方の機能訓練

事業は障害者 自身の身体機能の維持 ・向上に役立ってい

るだけでな く、家族の人間関係の面でも好 ましい影響 を

与えたことを示唆 した。

　一般に機能訓練事業に参加できる障害者はADLの 自

立 した人達が多 く、参加で きない障害者は当然のことな

がら重度な人達である。このような障害の重い人達 を対

象として、訪問指導の効果を前方視的に研究 した報告 は

少ない。本研究では理学療法士 を含む保健福祉専門職 に

よる訪問指導チームに よって、月に僅か1回 の訪問で

あったも6ヵ 月から1年 間継続することによって、AD

Lの 向上だけでな く家族関係 においても改善をもたらす

ことを明らかにした。

　すなわち、訪問指導の有無 とBI得 点の変化 との間に

関連性が認められ、訪問指導を実施 した群ではADL自

立度が向上する場合が多 く、訪問指導 を実施 しない群で

はADL自 立度は変化 しないことがわかった。 このこと

か ら、僻地の在宅障害者のADL自 立度 に対する保健 ・

福祉の専門職によるチームでの訪問指導の効果が明らか

にされた。

　今 回の対象者は、近隣の中核病院において リハ ビリ

テーション治療 を受けた後 自宅に退院 し、身体機能の向

上 よりも低下 を予防することに主眼をおかれていた事例

が大部分であった。 しかしなが ら、脳卒中発病後まだ1

年以内で機能改善が期待できる人や、心理面で不安定な

人、また転倒後 に廃用性の障害によって歩行で きなく

なった例 も見 られ、これらは訪問チームに参加 した理学

療法士によって比較的容易 に改善が期待 で きる もので

あった。

　 一方、家族関係評価表をみた場合、介入群で初回の得

点より2回 目の得点が有意に高かったにもかかわらず、

訪問指導の有無 と家族関係評価表得点の変化 との間に関

連性があるとはいえないことがわかった。 したがって、

介入群では、訪問指導以外の何 らかの要因が家族関係得

点の向上に寄与 した可能性が考 えられる。

　 また、初回お よび2回 目の訪問指導時の介入群 と非介

入群において、BI得 点 と家族関係評価表得点の間 に正

の相関関係を認めた。このことか ら、訪問指導の有無に

かかわらずADL自 立度が高い者ほど家族関係 も良好で

あることが示唆 された。今後さらなる研究が必要と考え

ている。

2)チ ームケアの意義について

本研究において訪問指導の介入群 と非介入群の選択に
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ついては、操作的に分類 した訳ではないが、年齢、性別、

疾患名等において大 きな相違はなかった。 しかし非介入

群 として選択 した中里町 と横浜町は、どちらも介護保険

サービス とは別に定期的な機能訓練事業が継続 されてい

た。特に中里町の場合 は、昭和58年 から弘前大学医療技

術短期大学部理学療法学科の協力により機能訓練事業が

行われてお り、青森県内では地域 リハ ビリテーシ ョンに

対する理解の進んだ町として知れれている。このことが

今回訪問指導が行われていないにも関わらず、家族関係

評価 において安定 した結果を示 したことと関連があるの

かどうか興味が持たれるところである。

ADL自 立度の高いもの程家族関係評価 も良好である

との報告は、津軽地方を対象 とした先行研究でも見 られ

る　5、6)。本研究のような訪問指導によるADL能 力の向上

は、理学療法士が訪問チームに加わることによって専門

的な指導の結果 と言 えるか もしれない。 しか し、家族関

係評価に関しては地域の保健福祉専門職による継続的な

アプローチがあったからこそ、上述の理学療法士の参加

と相まって相乗効果 となって現れたと考 えるのが妥当で

あろう。

また、当然のことなが ら訪問指導対象の事例の選択に

おいては地域保健福祉専門職の目が重要であ り、その目

が共同研究 を通 して次第に培われたと評価することもで

きる。このことは、特に家族の健康状態の把握 において

重要な意味 を持つことにつながっていた。すなわち、主

たる介護者である家族の健康状態が、その家族の人間関

係だけでな く障害者のADLに まで影響を与えているこ

とは先行研究　7)に よっても指摘されている。今回の対象

事例の中にもADL介 助群の中に家族、特に高齢配偶者

の健康状態が不良な例が多 く見 られた。

さらに、今回の対象者の中で成人 した子供が精神的な

問題のために仕事 を離れて障害をもつ親 と同居 している

例が3例 見られた。この3事 例では、保健師やホームヘ

ルパーなどの訪問時には殆 ど自室から出てこないため、

関係者間ではどのような状態なのか把握されないまま過

ごされていた。今回のチーム訪問においては、この よう

な同居家族に対 しても積極的に接触するように働 きかけ

たところ、チーム訪問時には一緒に会話に参加するよう

になり、中には指導者側の指示に協力 し積極的に親の介

助にあたる例 も見 られた。

今回、介護専門職であるホームヘルパーと一緒に訪問

する機会があ り、このことがお互いの業務を知る上で有

意義であった。われわれが接 したホームヘルパーは全面

的に家族の信頼 を得 てお り、身辺介護 については概 して

適切に対処 していた。 しかし、寝たきりの高齢者に対 し

ては医学的な知識不足から不安を持 ってお り、今回の訪

問指導は情報交流や介護技術の トレーニングの場として

も有意義であった。

一方、在宅障害者の住宅改修の面で も今回の訪問指導

は大 きな役割 を果たした。リハ ビリテーシ ョン治療を終

えて退院 した障害者が家庭生活に適応で きない理由とし

て、住居の構造上の問題が挙げられる　8)。本研究の対象

者の間で も、ベッドや洋式 トイレに対する配慮 は多 くの

家庭で行 われているが、手す りや段差に関す る配慮は殆

ど行われていなかった。

われわれはこのような住環境問題 に対 しても積極的に

対策を講 じ、訪問チームに建築業者や福祉サービス関係

者を加え専門的な立場から検討 し助言を行った。 しかし

なが ら、事例によっては家庭的な事情や行政面か ら計画

が思 うように進 まなかった り、改修後にもそれらに慣れ

るまで時間がかか り、今後の指導 と更なる検討を要する

と思われた。

2.ケ アマネジメントの視点か らみた地域保健福祉行政

の現状と展望

今回対象 とした地域においては、研究活動の実施前 ま

では町村 によっては保健 センターと在宅介護支援 セン

ターの訪問サービス等の連携が円滑でなかったり、地域

中核病院のリハビリテーション部門との連携が不十分で

あった り、あるいは保健福祉行政の組織やケアマネジメ

ントの組織がうまく機能していない状態が伺 われた。

また、対象 とした障害者側にも、訪問指導開始直後は

訪問チームに対する受け入れ側の戸惑いが見 られた。 し

かし、対象者の身体機能の向上や住宅改修が家族の介護

面での支援に役 に立つことが明らかとなってから、次第

に訪問チームに対す る態度が好意的なものに変化 して

いった。それとともに町村の保健福祉担当者側にも、訪

問チームによる研究成果を保健福祉政策面 に活用 しよう

という意図が見られるようになった。次に具体的な地域

の保健福祉行政面の現状 と展望について述べ る。

1)東 通村

東通村の場合は、村 自体の保健事業の他に財団法人地

域振興協会が運営する 「野花菖蒲の里」 と命名された保

健福祉セ ンターの在宅介護支援事業、それに一部事務組

合下北医療センターが運営する国保東通村診療所及び白

糠診療所が連携 して住民サービスが行われている。同村

の老人保健事業は、保健福祉課(保 健師5名)の 担当に

よ り毎月1回 下北地域の中核病院であるむつ総合病院か

ら理学療法士の派遣を得て行われているが、訪問指導等

の在宅ケアに関 しては殆ど行われていなかった。

本研究活動は、保健福祉センターに併設 されている在

宅介護支援センターを中心 とする本学の理学療法士教員

によるチーム訪問 と、看護学科教員が参加 しての評価会

議及び連絡会議 によって実施された。平成12年4月 から
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は東通村診療所に理学療法士が1名 採用 となったため、

当初は在宅ケアの対象であった数例 を診療所の外来部門

に紹介できるようになった。また、理学療法士が必要に

より訪問指導に参加するようになり、診療所による在宅

医療 とリハ ビリテーション医療 との連携が行われるよう

になった。現在は、ケアマネジメントの組織作 りが軌道

に乗 り始めている。

2)大 間町

大間町の場合は、国保大間病院が唯一の医療機関であ

り、むつ総合病院を退院後に大間病院に紹介される患者

が多い。大間病院では在宅医療や訪問看護にも力を入れ

てお り、隣接する社会福祉法人特別養護老人ホームのデ

イサービス部門とも連携が図られている。機能訓練事業

はむつ総合病院から理学療法士の派遣 を得て年間12回 行

われているが、在宅障害者への訪問指導は行われていな

い 。

本研究の初年度の結果は大間町長宛の報告書 として提

出されたが、町では大間病院のリハ ビリテーション部門

の増築計画があり、この計画 に本報告 をドッキングさせ

て理学療法士の採用が計画されている。同病院が実施 し

た下北半島の北通 り3町 村(風 間浦村、大間町、佐井村)

の住民に対する意識調査によると、大間病院にリハビリ

テーション部門が増設されることによって、同施設を利

用 したいとい う希望者が多い ことが明 らかにされてい

る。

大問町には現在4名 の保健師が勤務 しているが、リハ

ビリテーシ ョンに関しては経験が少なく、本学理学療法

士教員 とのチーム活動が実践力を高める役割 を果た し

た。また、訪問指導には大間病院の訪問看護師 と隣接の

特別養護老人ホームの在宅支援センターから介護支援専

門員が同行することもあ り、寝たきりの高齢者を車椅子

に移乗させる方法等について技術的な指導 を行 なうこと

ができた。訪問チームによるこれらの指導実績が町の保

健医療福祉行政に反映され、少 しつつケアマネジメント

の展望に明 りが見え始めている。

3)六 ヶ所村の事例

六ヶ所村の場合は、医療機関は村内の国保尾駮 診療所

と泊診療所が中心で、隣町の公立野辺地病院からの紹介

患者が多い。機能訓練事業は公立野辺地病院か ら理学療

法士の派遣 を得て行われていたが、平成14年 度か らは病

院側の事情から派遣が困難となっている。

本共同研究の実施にあたっては、最初から順調だった

わけではないが、研究分担者(看 護学科教員)の ねば り

強い助言 と適宜行 われた評価会議 を重 ねることによっ

て、次第にケアマネジメン トに関する問題 を共有するこ

とがで きるようになった。その結果、前述の代表的な事

例 として提示 したように保健師あるいは理学療法士の単

独の業務では限界のある在宅ケア場面において、相互の

専門性 を生か しながら連携によってさらに効果を発揮で

きることを確認することができた。

さらに、平成13年 度か らは本学理学療法学科3年 次の

「地域理学療法学」の授業の一環 として東通村 と六ヶ所

村に分かれて在宅障害者を対象とする訪問理学療法の実

際を体験 させている。六 ヶ所村の実習は、尾駮診療所長

の特別講義 や保健師による指導など全面的な協力 を得て

行われている。

Ⅴ.結 論

医療やリハ ビリテーション資源に恵 まれない青森県下

北半島地域において、2年 半 にわたる地域保健福祉担当

者と本学教員 との前方視的共同研究によって、在宅障害

者に対する訪問指導の効果を検証することができた。ま

とめ として次の3点 があげられる。

1)毎 月1回 の定期的な訪問指導を実施 した介入群 に

おいて、平均8ヶ 月後 に介入前後の成績 を比較するとA

DL評 価及び家族関係評価のどちらも介入後の成績が有

意に勝っていた。

2)介 入群と非介入群のBI得 点の比較では、介入群

では得点の向上 した事例が多 く、非介入群では変化のな

い事例が多かった。 また非介入群の家族関係得点では、

介入前後の有意差は見 られなかった。すなわち今回の結

果からは、家族関係に対する訪問指導の効果 については

明確 にはいえなかった。

3)理 学療法士 と地域保健福祉職チームによる訪問指

導は、在宅障害者ケアだけでなく対象とした地域全体の

ケアマネジメン トの共通認識を高めることに寄与 し、そ

れが町村の保健福祉行政面にも具体的に反映される可能

性 を示唆 した。

最近の診療報酬の改定等により、医療機関から早期に

自宅退院が促 されている。 しかし、現実には地域 におい

て受 け皿 となる保健福祉サービス資源が整っていないた

め、介護施設への入所が増加する傾向にある。青森県に

おいて も、中核病院か らリハビリテーション専門職の派

遣 を得て行われていた町村独自の老人保健事業が介護保

険事業にシフトされたため、障害を予防することを目的

とした地域のリハビリテーション事業は停滞の現状にあ

る。

医療や リハビリテーション資源に恵まれない下北半島

地域では、この共同研究が契機 となって町村独 自の医療

保健福祉の包括的ケアシステムの構築の可能性が見えは

じめている。その包括ケアシステム実現のためには地域

に貢献する人材の確保が必須であ り、県立保健福祉系大

学 としての本学に期待するものは大 きい。
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